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令和元年度事業報告書 

Ⅰ．法人の概要 

    名    称  学校法人 華陽学園 

   所  在  地  岐阜市太郎丸８０番地 

   創     立  昭和４０年２月（１９６５年２月） 

 

   目     的  教育基本法及び学校教育法に従い学校教育を行い、建学の精神「人らしく女

らしく あなたらしく あなたならでは」を体し、幅広い教養と高度な専門

能力を身につけ、社会に貢献できる前途有為な人材を育成することを目的と

する。 

 

   設置する学校    岐阜女子大学 家  政  学  部  健 康 栄 養 学 科  １６０名 

                          生 活 科 学 科    ４０名 

                  文化創造学部  文 化 創 造 学 科  １３０名 

                  大  学  院  生活科学研究科      ６名 

                          文化創造学研究科   １３名 

                          文化創造学研究科    ３７名 

                        （ 通 信 教 育 課 程 ） 

                             上記数字は、入学定員 

 

   学  生  数    ９６８名 ※ 

   教  員  数     ９０名 ※ 

   職  員  数     ４１名 ※        ※令和元年５月１日現在 

 

   役職員の概要  理 事 長  杉山博文 

            理   事   杉山博文  松川禮子 後藤忠彦 寺畠 健  

    水谷邦照 松岡幸秋 田代久美子 太田裕之  

生田孝至 木俣正剛 山口秀郎 久保田智子  

           監   事  篠田元弘 後藤真一 松井宏一 三品 駿 
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Ⅱ．事業の概要 

 

令和元年度事業の概要は、以下の通りである。 

 

 １．令和元年度私立大学研究ブランディング事業について 

   平成２９年度文部科学省の支援事業として、デジタルアーカイブを活用した私立大学研究

ブランディング事業に選定され最終年度の取組となる。 

本事業は、地域に根差し地域社会に貢献する大学として、本学独自で育んできたデジタル

アーカイブ研究を活用し、地域資源のデジタルアーカイブ化とその展開によって、伝統文化

産業の活性化などの地域課題の実践的な解決や新しい文化を創造できる人材育成を行い、地

域の知の拠点となる大学を目指し取り組んできた。 

これに伴い国より経常費補助金として２，０００万円の交付を受けた。 

  事業期間 平成２９年度～令和元年度 

 

２．令和元年度私立大学等改革総合支援事業について 

    平成２５年度から文部科学省により毎年実施されている改革支援事業で、令和元年度にお

いても、「特色ある教育の展開」（タイプ１）、及び「特色ある高度な研究の展開」（タイプ２）

に向けた事業の支援対象校に選定された。 

これに伴い国より経常費補助金として３，０８９万円の交付を受けた。 

   事業期間 令和元年度 

 

３．ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（連携型）事業について 

   本事業は５年目の継続事業であり、女性研究者支援体制の軸となる「連携型共同研究プロ

ジェクト支援」を実施することにより、岐阜大学、岐阜薬科大学、岐阜女子大学の３大学と

アピ株式会社が各々の特性を活かして連携し、共同研究を通じて女性研究者の研究力を強化

するとともに、地域内での女性研究者流動性を高めつつ、安定した活躍の場を確保すること

を目指し、地方創生にも繋げる計画である。 

  事業期間 平成２７年度から令和２年度 

         

      ４．岐阜県図書館との相互協力に関する協定の締結について 

 岐阜県図書館と岐阜女子大学附属図書館は、子どもの読書活動の推進を中心とした相互協 

力に関する協定を締結し、両館の資料と人材の交流を図っていくこととした。これにより、 

絵本の解説や読書の研究書、県ゆかりの児童作家の作品を利活用し、学生の研究活動も支援 

する。 

締結日 令和２年３月３日 

 

５．岐阜市との「地域活性化に関する包括協定」の締結について 

この協定は、双方が多様な分野で包括的に連携と協力関係を築き、地域の課題に対応し、

協働による事業を推進することにより、活力ある地域社会の形成・発展や未来を担う人材育

成などの地域社会に寄与することを目的としている。 

締結日 令和２年２月３日 
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６．長良川鉄道株式会社との「観光誘客」に向けた産学連携協定について 

    長良川鉄道株式会社は観光列車「ながら」を導入したが、十分な誘客にはつながっていな

い現状を踏まえ、本学の観光・英語専修で学ぶ女子学生の知識とアイデアにより、学生の自

主的、主体的な企画運営を取り入れようとするもの。これにより観光誘客を推進し沿線市町

周辺地域のさらなる活性化に資することとした。 

   締結日 令和元年５月１７日 

 

７．私立学校法改正に伴う学校法人華陽学園寄附行為の変更について 

文部科学省は令和元年５月に私立学校法を改正した。今回の改正の趣旨は「諸課題に主体

的、機動的に対応するため法人の管理運営制度を改善すること」とされ、これを受け本学の

役員の職務及び責任の明確化や情報公開の充実などを織り込んだ学校法人華陽学園寄附行

為を変更した。 

施行日 令和２年４月１日 

 

８．岐阜女子大学における公的研究費の不正防止に関する規程の変更について 

     平成２６年制定した当該規程を、文部科学省のガイドラインに沿って見直し、本学におけ

る公的研究費の不正行為の防止及び不正行為が生じた場合における適正な対応について

必要な改正を行った。 

    施行日 令和元年６月１０日 

             

９．教育活動について 

（１）各種コンクール等の開催について 

    小・中・高校生から成人まで、各自が持っている技術についての評価と、さらに学習の意 

欲を高めるため、各専攻・コース等でコンクールを開催した。各コンクールでは、自分の生 

活を見直し、さらなる技術評価が図られる。児童・生徒への働きかけ、指導等の向上、表現

活動の向上、高い専門的技術・能力の向上、など多様な視点からの評価と学習意欲を高め、

さらに技術・能力の向上を志す人を支援した。 

開催された各コンクールは以下の通りである。 

①  高校生「朝ごはん」コンテント（担当：健康栄養学科） 

②  手づくり絵本コンクール（担当：生活科学専攻） 

③  伝統文化裁縫コンテスト（担当：生活科学専攻） 

④  わたしの住まいリフォーム・デザイン案コンテスト（担当：住居学専攻） 

⑤  紙しばいコンテスト（担当：初等教育学専攻） 

⑥ デザイン書道コンクール（担当：書道・国語専修） 

⑦ 観光写真コンテスト（担当：観光専修） 

⑧ 英語キャプションコンテスト（担当：観光専修） 

⑨  デジタル・アーカイブコンクール（担当：アーカイブ専攻） 

 

（２）岐阜女子大学全国書道展の開催について 

本学の書道教育コースでは、書写・書道教育のできる幼・小・中・高等学校の教員養成を

目指す。この取り組みを現代の青少年の将来に向けて、生活全般にわたる健全な育成はもち

ろん、書写・書道教育を通じて人格陶冶の一助となるように、書写・書道教育の発展と振興

を目的に第１８回岐阜女子大学全国書道展を企画し、令和元年９月に開催した。全国の高校
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生・中学生・小学生を中心に半紙作品を募集し、大賞・準大賞・書道展賞他各賞を授与する

もので、応募数は過去最高の１４，３２８点であった。 

 

（３）ＥＣＯ＋ものづくりプロジェクトについて 

生活科学専攻の学生が学年を超えてチームを組み、商品企画から制作・販売を行っている。

ものづくりを通した地域社会との連携を目指して活動を拡大しており、製作作品の販売にと

どまらず、ものづくりの楽しさを伝えるワークショップ開催や、地域のイベントにも参加し

ている。それらの活動では幅広い多くの人と関わり、コミュニケーションの重要性、必要性

を学ぶ機会となっている。 

 

（４）各務原市空き家リノベーション提案の実施について 

今年で４年目となる各務原市空き家リノベーション事業である。空き家問題を解消するた

めに、実際の空き家を調査し、建築・インテリアを学ぶ女子大生の視点からリノベーション

デザイン案を作成のうえ、各務原市建築指導課や、実際の所有者、設計事務所に向けたプレ

ゼンテーションを行った。 

 

（５）実践力ある教員養成のための体験実習（ＥＧＧプラン）について 

「ＥＧＧ（Enjoy Global Growing up）プラン」では１年次から実習を行い、教員として

の実践力を養成するため、自主体験学習など、４年間を通して学びを蓄積できるプログラム

である。学生が社会と共同で教材研究や模擬授業等を行うことで、教育実践の場に根ざした、

実践知が伝承され、共に創造するシステムを構築して、教職志望学生の力量向上、さらには、

学校改革も含めた学校力の向上を目指すものである。 

 

（６）就職活動について 

令和元年度の本学への求人は 11,308 社と昨年比 97.9%にとどまったものの、就職希望対象

学生 207 名に対して 54.6 倍となった。本年度も低学年時から資格取得のための対策講座、地

域のニーズを課題として取り組むアクティブラーニングなどのキャリア教育を通して、実践

力をつける実務実習を通し職業人としての職務適応力の指導に努めた。また管理栄養士など

の国家試験対策を優先し、就職活動を先送りする学生もおり、就職決定率は 3月 16日の卒業

式時点では、前年並みの 97％であった。令和 2年度も、例年並みの 98%程度を確保できる見

通しとなっている。 

 

１０．研究活動について 

（１）科学研究費補助金により行われたもの 

①「授業認知の位相転換に基づく授業技術の向上を支援する VR 映像プラットフォームの構 

築」 

                 基盤研究（Ｂ）   文化創造学部教授：生田孝至 

②「オーラルヒストリーに関する伝統・文化教育の効果を高めるデジタルアーカイブの研究」 

                 基盤研究（Ｃ）    文化創造学部教授：谷 里佐 

③「教員養成段階に特化したレジリエンス育成プログラムの開発」 

                 若手研究      文化創造学部准教授 

：佐々木恵理 
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④「五代目市川海老蔵の東海地域における芝居興行に関する調査・研究」 

                 基盤研究（Ｃ）    文化創造学部特任准教授 

：木村 涼 

⑤「超高分解能走査型ミリ波サーモグラフィーの開発とその応用に関する研究」 

                 研究分担者     家政学部教授：岸上明生 

⑥「音楽的発達と音楽的文化化の観点から検討した小学校のリズム指導カリキュラムの開 

発」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：安藤久夫 

⑦「近現代日本の地方教育行政と｢教員育成コミュニティ｣の特質に関する総合的研究」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：梶山雅史 

⑧「理論と実践の往還・融合を担う教師教育者の資質・能力の解明と質保証に関する研究」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：生田孝至 

⑨「VR 技術を用いた教師の即時的な課題解決方略を高めるシステムの開発」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：生田孝至 

⑩「VR 授業ポートフォリオによるメタ認知的活動を組み入れた教師教育プログラムの開発」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：生田孝至 

 

⑪「授業認知の位相転換に基づく授業技術の向上を支援する VR 映像プラットフォームの構 

築」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：佐々木恵理 

⑫「葉緑体による Ca2+シグナル制御の新機構」 

研究分担者    家政学部講師：野村裕也 

⑬「高度翻訳知識に基づく商品質言語サービスの研究」 

研究分担者    文化創造学部教授：河原俊昭 

 

（２）近隣小学校における放課後教育サポータ活動について 

    本学が小学校区となっている、岐阜市立三輪北小学校及び三輪南小学校の生徒を対象とし

た「放課後学びの部屋」における教育サポータとして、初等教育学専攻の学生が学習支援を

行っている。課題となっている学力向上と放課後の児童の安全な生活保護などを解決するた

めに実施している取組である。 

 

（３）健康寿命を延ばす食教室の開催について 

健康栄養学科の学生が山県市の食生活の特徴を探り、高血圧予防のための減塩方法や、食

塩摂取遅延・排泄促進を期待できる野菜摂取量増加を目指した料理教室を企画し、住民のラ

イフステージに合わせて開催している。山県市健康介護課とのコラボ事業である。 

 

（４）からだ改善プロジェクトモニター事業委託について 

    美濃市民の生活習慣病予防のため、食生活の実践的な指導機会を確保し、改善のための研

究を行い、市民の食を通じた健康の確保に取り組むものである。美濃市の業務委託である。 

 

（５）山岡細寒天摂取による便秘の変化に関する研究依頼について 

食物繊維による効果は期待されるところであるが、寒天にはカルシウムも含まれることか

ら健康食材として利用し、便秘について変化があるかに関する研究委託である。岐阜県寒天
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水産工業組合の委託業務である。 

 

（６）地域食材を活かしたレシピ創作コラボレーション事業について 

    美濃市の公の施設「道の駅 美濃にわか茶屋」と本学がコラボレーションする中で、実践

的な研究機会を確保し、食を通じた地域の活性化に取り組むもの。株式会社美濃にわか茶屋

の委託事業である。 
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Ⅲ．財務の概要 

 

１．学生納付金収入 

令和元年度  学生数    ９６８名（５月１日現在）１，０３２，６６４千円 

平成３０年度  学生数    ９６９名（５月１日現在）１，０１６，３３５千円 

平成２９年度  学生数  １，０２９名（５月１日現在）１，１０３，６２１千円 

 

２．寄付金収入 

令和元年度   

（１）一般寄付金                      １，００８千円 

（２）特別寄付金 

沖縄基金                              ２，４００千円 

    杉の実会（父母の会）                       ４，８２１千円 

   その他                          １００千円 

（３）現物寄付金  

   図書他                                    ７５６千円 

合計                                                ９，０８５千円 
 

平成３０年度                                            １４，３８５千円 

平成２９年度                                            ２４，２１０千円 

 

３．補助金収入 

令和元年度   

（１）国庫補助金 

私立大学経常費補助金他             １６５，３５７千円 

（２）地方公共団体補助金 

岐阜市結核予防費補助金                  ７５千円 

合計                                           １６５，４３２千円 
 

平成３０年度                                          ２００，１３２千円    

平成２９年度                                          １９７，６６９千円     

 

４．人件費         （   ）内は、「うち退職金金額」 

令和元年度        ７７３，４７３千円    （    ３３，９９５千円 ） 

平成３０年度        ７４１，６４０千円    （     ７，６２３千円 ） 

平成２９年度        ７９６，０８２千円    （    ４７，４２８千円 ） 

 

５．教育研究経費   （   ）内は、「うち減価償却額」 

令和元年度       ４３６，３４５千円    （ １１８，２３３千円 ） 

平成３０年度        ４５２，３３７千円    （ １３２，２４５千円 ） 

平成２９年度        ４６４，５７９千円    （ １４１，１３１千円 ） 
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６．管理経費       （   ）内は、「うち減価償却額」 

令和元年度            １９６，７９２千円    （    ２４，０３７千円 ） 

平成３０年度            １９８，６５６千円    （    ２５，７６２千円 ） 

平成２９年度            １９２，５４６千円    （    ２４，６６０千円 ） 

 

７．土地 

令和元年度                            ０千円 

平成３０年度                           ０千円 

平成２９年度                           ０千円 

 

８．建物 

令和元年度   

    ３号館エアコン更新                    ４，９６８千円 

    ５号館エアコン更新                  ５，８３２千円 

  合計                                              １０，８００千円 
 

平成３０年度                                            ６，０９２千円 

平成２９年度                                           ５６，１４９千円 

 

９．構築物 

令和元年度                          ３１８千円 

平成３０年度                           ０千円 

平成２９年度                       １，１５０千円 

 

１０．教育研究用機器備品 

令和元年度   

  プロジェクター設置                  ４，６２０千円 

ビデオ会議システム設置                １，２９６千円 

その他                        ５，００５千円 

  合計                                             １０，９２１千円 

  

平成３０年度                                           １６，５２３千円 

平成２９年度                                           ６７，６１０千円 

 

１１．管理用機器備品 

令和元年度   

    コピー複合機他設置                  ２，６２５千円 

 

平成３０年度                               ３９６千円 

平成２９年度                               ７８８千円 

 

 

 

 



9 

 

１２．図書 

令和元年度                             ２，５２１千円 

平成３０年度                             ３，３７１千円 

平成２９年度                             ３，６２３千円 

 

１３．運用資産 

   令和元年度                    ２，２２２，６４３千円 

   平成３０年度                   ２，２０７，５２１千円 

   平成２９年度                   ２，１６８，９５４千円 

 

１４．正味資産 

   令和元年度                     ４，２３７，９１４千円 

      平成３０年度                     ４，３２７，７０７千円 

      平成２９年度                     ４，３９１，３０９千円 

 

 

 

※  学校会計基準による様式は、私立学校振興助成法で経常費補助金交付の観点からの表示区分と

なっております。 

 


